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論　　文　　の　　要　　旨

　本稿の内容は里次の三部九章構成から成る。序論一研究課題ラ研究方法（1本研究の意図と課

題う2本研究の方法論、3先行研究の検討）ラ本論一部一均衡範型諸理論（1進化論的1新進化論

的理論，2構造的機能主義理論ラ3システム化理論）ヨ本論二部一葛藤範型諸理論（4新マルキシ

ズム理論と新ウェーバー学派理論ヨ5文化復興主義杜会運動理論，6無政府的理想主義理論）里本論

三部　　均衡1葛藤両範型の統合（7均衡1葛藤両範型の批判，8均衡1葛藤両範型統合の視点争

9研究者の主体的な観点），結論一研究成果の総括（1研究計画と結果ラ2本稿における主張，3

今後の課題）。全600枚強13図17表にまとめられている。

　序論では、社会変化を視点とする教育制度変革諸理論の鳥巨敢的な整理に関する意図が述べられ，

筆者の独創的な教育制度研究の全体構造が。組織の主要素と理論的根拠を関連づけて図示される。

さらに、これに関連する比較教育学研究の学際的新動向等の状況を述べた後，制度変革理論の類型

に関する先行研究と，「範型（パラダイム）」概念の検討を行う。

　本論一1二部を通じ一～六章では雪均衡1葛藤両範型諸理論の根拠を解明し，先の制度研究全体

構造中の，構造（教育効果ラ質の問題）と生産（教育的公正、平等の問題）を均衡範型に、過程（教

育的統制ラ権力の問題）を葛藤範型に対応させる。
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　一章において、古典的進化論的理論ではヲウォード（Word，F．）ラパーソンズ（Pars㎝s，T．）、デュ

ルケム（D岨kheim，E．）ヨキムボール（Ki㎜ba11，S．T．）争ビービィ（Beeby，C．E．）、ウィルソン（Wi1s㎝，

H．C．）等の所論を分析検討し事新進化論的理論ではヨローデス（Rhodes，R．玉、），レオンティーフ

（Leontief，W．）雪フィリップ（Ph111ps，D．C．），バッツ（Butts，R．F．）害コーエン（Cohen，Y．

A．）雪アラン（Aran，L．）等の諸研究を参照してヨ両理論の性格を示す。

　二章の構造的機能主義理論では里マートン（Mert㎝，R，K．）ヨパーソンズの研究に基づき本理論

の基本的根拠を説明しヨヴァン1デン画バーグ（V独Den　Berghe，P．L）に従い本理論を要約す

る。また、人的資本論にも触れヨさらにシュルツ（Shu1tz，T．W．）、アンダーソン（Anders㎝，C，

A．）、ボーマン（Bowm舶，M．J．）ヨハービソン（Harb1s㎝，F．H．）等の研究を吟味するとともに雪

カラベル（K肌abe工，J．）の批判を採り上げる。

　三章のシステム化論はヨ改革立案としてのイノベーション（理論的枠組、採択画実施）雪及びイノ

ベーションの限界（誘因雪教職の保守的j性格）において，構造的機能主義理論の具体化としての国

家的1地方的な政策決定の技術と、教室等におけるイノベーションの技術との両者にわたって、均

衡範型的な限界が示される。これには害パリーク（Pareek，U．）雪ブッシュネル（Bushneu，D．

S．）、OECDの研究、ピンカス（P1R㎝s，J、）。オルロスキイ（○r1osky，D．J、）等の諸研究が用いら

れている。

　二部四章の新マルキシズム理論と新ウェーバー学派理論については司前者をボールズ（Bow1es，S．）

とギンティス（G1ntis，H．）の，後者をコリンズ（Conins，R．）等の研究に依拠しながらヨ両者の観

点の同」性を①マルクス主義的社会主義的な観点ヨ②経験的資料分析に依る点ヨ③現存教育制度の

機能が資本主義杜会に従順な人間を社会化する点雪という経済的葛藤論に見出し冒さらに後者の文

化的葛藤論の観点をも明白にする。

　五章文化復興主義社会運動理論では宙ウォーレス（Wa11ace，A．F，C．）、ポーノレストン（P独1st㎝，

R．G．）等を参照としながら，正規の学校教育の拒否や代替学校の創設を含む本理論の解明に続い

て里社会運動の教育研究方法論（杜会運動とノンフォーマル教育，ノンフォーマル教育と研究方法

論）を供述しヨその運動の社会1教育変革への潜在カを評価する。

　六章無政府的理想主義理論ではラ脱学校理論と学習杜会理論に分けてヨその葛藤的1非現実的性

格を分析しう急進的な杜会変革を説く点ではマルキシズムの目標と共通し言個人の回復を主張する

点では文化再生運動とも関係することを示す。ここではうイリッチ（mich，I．）、ライマー（Reimer，

E．）、フレイレ（Freire，P．）雪ガルトゥング（Ga肚む孤g，J．），ユネスコ、OECD等による著作を検討

対象とする。

　三部は里均衡1葛藤両範型の統合を扱いヨ七章の両範型の批判では，前者をスミス（Sm虻h，AlD．）

に基づきヨ杜会変化に対する進化論的理論を内包する機能主義理論を中心に。方法論的1論理的1

経験的㊥道徳的な各側面を網羅して要約し雪批判の現実的問題として第三世界の教育葛藤論説24篇

を提示する。後者の葛藤範型批判についてはラ4～6章の各理論にわたって害未解明の諸問題の指

摘を中心に筆者自身の批判点を明らかにする。
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　八章両範型統合の視点では，教育制度研究の「過程」においてラ自由主義的理想戦略では解決不

可能な点を強調し，次いで既述の両範型止揚の試みを顧みて事フランクフルト学派の批判理論に触

れる。しかし，いずれの動きも新範型の樹立に至っていない現在ラリッツァー（Ritzer，G．）と共に

両範型の補完的性格を阻害する研究者の政治的忠誠の存在やラさらにポパー（Popper，K．R．）とクー

ン（K曲R，T．）の観点の相違を通して，研究者の「主観的」判断の意味を明らかにする。

　最終の九章は，研究者の主体的な観点を示すもので，○ECD対日教育調査団の報告書に示されたわ

が国の社会田教育の構造を述べ。わが国における嵩等教育の構造に関する仮説設定の形式をとりな

がら，筆者自身の観点を明白にする。終節では事これまでの筆者の立場から当然の帰結としてヨ「参

加としての研究」を述べる。

　結論ではヨ課題と結果の対照を述べた後害本稿における筆者の主張を、前提的主張と主要な主張

とに分けて簡明な箇条書きにする。次いでヨドゥンケル（D㎜ke1，Hl　B．）に依って教育研究におけ

る「科学的」研究の欠陥を指摘し，筆者の立場を補強しながら雪今後の課題としてラその問題提起

的多面的性格とともに，七点に及び当面の課題を挙げ、均衡画葛藤両範型の展望のもとに争研究結

果の相互比較の途を求めようとする。

審　　査　　の　　要　　旨

　本論文はヨ「社会変化を視点としながら教育制度変革理論の鳥1敢的な理論的整理」を試みたもので

ある。しかもヨ従来の教育制度研究における研究対象や研究方法を超えてヨ未開拓な分野にあえて

挑戦しようとしている。

　このような研究意図を達成するためラ教育制度変革理論を整理するのに、均衡範型諸理論と葛藤

範型諸理論とを豊富な資料を駆便しながらそれぞれ分類検討し雪教育制度変革の現実を解明する理

論としての有効性を検証するとともに，両範型理論の統合へ導こうとする。

　本論文における理論展開は，きわめて創造的な意欲のもとにすすめられヨ従来の教育制度研究に

対する新たな問題提起を含んでいる。しかしラ反面その論旨の一部にはヨある種の飛躍や不鮮明さ

が見受けられヨまた諸理論の比較検討において必ずしも十分な吟味までには至らなかった面も認め

られる。

　とはいえサこのような教育制度変革に関する諸理論を整理しヨ教育制度研究の理論的基礎を構築

することは、これまでの関連諸科学の研究動向とともに雪ほとんど未開拓の領域に属している。し

たがって曾本論文の性格が，その研究意図にも示されているようにラそれ自身完結的なものという

よりも問題提起的なものであるとするならば，その目的は十分に達成されていると思われる。しか

も雪本論文の成果は田今後における教育学界に対する貢献も多大であると考えられる。

　よって，筆者は教育学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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